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要 旨

大場和彦・鈴木義則・黒瀬義孝・丸山篤志（2000）温暖地畑のかんがい用水量に関するデータ集（Ⅲ）－一ッ瀬畑地かん

がい事業地区の水需要－、九州農試研究資料 88：1‐83

水田・畑混在地区を代表する1970年代の綾川畑地かんがい事業区に比べて新しく事業が実施された宮崎県一ッ瀬畑地か

んがい事業地区における1986年度から1998年度に至る水需要の実態を解析するとともに、かんがい用水量のデータベース

化を行った。同地区はかんがい水導入以前の作付は飼料作物、澱粉用カンショが主体で台風・干ばつ回避の防災営農であっ

たが、かんがい水導入後は飼料作物、食用カンショ、露地・施設野菜およびタバコなどの高収益性営農作物の展開で多様化

している。かんがい地域の作物収量の変動は非かんがい地域に比べて水分反応が高いサトイモ、ニンジンで小さく、ゴボウ、

ハクサイ、キャベツでは変わらなかった。この地区の年間かんがい用水量の最大値は1994年（高温多照・少雨年）の1,105.1

㎜で、最小値が1991年の847.8㎜である。1～2月のかんがい用水量は20㎜／月前後の値であるが、早期水稲の栽培開始

の3月には急激な増加で104㎜／月の値を示し、通常の水稲栽培期間の5～7月は147～196㎜／月で推移する。早期水稲

収穫後の8月は約52㎜／月と減少し、9～12月期間は24～38㎜／月である。幹線別では水田率が大きい西都原幹線区の

水需要が高く、茶臼原と牛牧原幹線区はほぼ同じレベルの水需要である。かんがい用水量から水田用水量を抽出して解析す

ると、一ッ瀬地区の西都原幹線区と綾川の薩摩原幹線区の水需要には水稲栽培形態の違いが反映しており、干ばつ年である

1998年では用水量需要がほぼ一致しているが、用水レベルは薩摩原地区が高かった。水田の日浸透水量は早期水稲主体の

西都原幹線区で7月下旬以降負の値を示し、早期・普通期水稲の薩摩原では8月中旬に25㎜／日のピークがみられた。こ

の地域のサトイモ収量と7月・8月合計降水量の関係は降水量900㎜で収量が最大となる2次曲線で近似された。

キーワード：畑地かんがい、干ばつ、かんがい用水量、蒸発散、有効雨量、一ッ瀬地域

１．はじめに

近年、21世紀の食糧生産量を襲う災いの中で、地球上の水資源賦存量の減少は淡水の水循環サイク

ル以上の水利用が行われたため、湖や地下水の水位低下、ならびに水のない河川の増加として現れてい

る。そのため、人間社会は水資源不足を危惧している27）28）29）。さらに、世界の主要な食料生産地域に

おいて、水需要は作物生育の盛んなピーク時のかんがい用水需要の増大または地域の拡大等に伴う水不

足も懸念されている35）。

一方、国際かんがい排水委員会（ICID）のハーグ宣言34）の中で、他の優先度の高い水利用分野に水
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を配分できるようにするため、農業における節水のための新しい研究計画を推進する必要性が指摘され

ている。このように、農業用水が優先的に自由自在に利用できる時代は終わりを告げる所までに来てお

り、水資源の賦存と利用に関する問題は、21世紀に向けての世界の食糧生産に関わる重要な課題とし

て位置づけられる。

我が国の中で高温・多雨地域に位置する九州・沖縄地域に目を向けると、沖縄・奄美地域で1981年、

1986年、1988年および1996年の干ばつ、九州北部地域で1978年、1984および1994年の干ばつが発生

している。特に、1978年の福岡市の水不足は社会や農業に重要な問題を提起した。しかし、都市化に

伴う農業用溜め池の減少やダム・河口堰建設が環境的な面からも困難を増しているなど水資源確保は容

易でない。

上記のような背景を踏まえて、筆者らは温帯モンスーン地域に位置する我が国の中で、湿潤温暖畑を

対象にして畑地かんがい用水量の需要動態に関する研究を実施している。これまで南九州地域内での大

規模畑地かんがいの先進地である鹿児島県笠野原畑地かんがい事業地区22）と宮崎県綾川畑地かんがい

事業地区23）の水需要の実態と畑地かんがい用水量のデータベース化を実施した。本報では、1970年代

の笠野原、綾川事業地区に比べて新しく1980年代に事業が実施された宮崎県一ッ瀬畑地かんがい事業

地区を対象にして、水需要の実態とかんがい用水量のデータベース化を実施するとともに、かんがい地

域の作物収量とかんがい効果ならびに作物の水分反応・蒸発散量の関係および水田・畑混在区の水田用

水量・日浸透量について検討した。

畑地かんがい地域における作物収量と作物の水分反応の関係については幾つかの報告1）3）4）6）がある

が、南九州地域を対象とした報告12）21）は少なく、畑地かんがい効果と水需要を知る上で重要である。

また、一ッ瀬地区を対象にした水需要の実態についての報告24）38）等は少なく、先進地との水需要の実

態を比較検討することは、今後の畑地かんがい計画策定に有意義であると考えられる。

本資料を取りまとめるにあたって、衛星画像データを提供していただいた当部資源評価研究室久保田

富次郎主任研究官、作付、かんがい用水量等の資料提供と調査にご協力を頂いた宮崎県児湯農林振興局

農政水産課平木永二係長、宮崎県一ッ瀬土地改良区事務所、九州農政局南九州地域管理調査事務所の皆

様に厚くお礼を申し上げる。また、データの整理・入力等で非常勤職員大場百合子氏の手を煩わした。

ここに記して感謝の意を表する。

２．一ッ瀬畑地かんがい事業地区の概要と調査データ整理方法

１）一ッ瀬畑地かんがい事業地区の概況

（1）一ッ瀬地区の概況

1995年8月18日撮影のランドサットTMデータからみた一ッ瀬地区全体の写真を第1図に示す。一ッ

瀬地区は宮崎市の北約25㎞、宮崎県のほぼ中央部に位置し、西都市・木城町・新富町・高鍋町の1市

3町からなっている。写真の東側は日向灘（黒色）、西側は九州山地（緑色・黄緑色）で、一ッ瀬川（2

級河川）、小丸川（1級河川）に挟まれた標高70～140mの洪積台地上に畑地（赤色または黄色）が広

がり、その周辺の低地が水田（ピンク色）地帯である。撮影時点の水田は早期水稲収穫後の状態であ

る。畑台地は両河川とその支流による侵蝕によって切断され形成された茶臼原台地・牛牧原台地・祇園
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原台地・新田原台地など7つの団地に区分される。各団地はいずれも緩やかな勾配で日向灘に向かって

傾斜している。図中に台地の上流に位置する四角形の黒色部は一ッ瀬地区の水瓶「東原調整池」であ

る。また、一ッ瀬川の南側の畑台地地域は綾川畑地かんがい事業地区で佐土原町、国富町が含まれる。

この地域の土壌特性についてみると、水田の土壌は灰色土壌粘土構造型（370ha）、黒色土壌壌土火山

腐植型（380ha）及び礫質土壌壌土マンガン型（60ha）に区分され、畑地の土壌（2940ha）は火山性質

堆積土壌で、一ッ瀬統（第1層黒色多腐植層（0～15㎝）、第2層黒色多腐植層（30～50㎝）、第2層

赤ホヤ層（30㎝厚さ））で、1～2層の表土が浅い場合は赤ホヤ層が混耕されている所もある6）。南九州

地域の降水量の特徴に同じく、本地域も降水量の季節変動が著しい。水田は河川の支流を水源として利

用しているため、水不足による干ばつを受けやすく、また畑地は天水依存農法の地域である。

（2）畑地かんがい計画の概況

一ッ瀬事業は、この地区の野菜・畜産・果樹等の畑作営農推進と水田用水の絶対量不足の解消を主目

的として、畑地と水田の水源を確保するため、1974年3月に国営土地改良事業計画が確定し、受益面

積4、230ha、国営事業費57億円をもって事業に着工し、国営土地改良事業と歩調を合わせて行われた

県営農村基盤総合整備パイロット事業である。しかし、この時期はオイルショックや経済の目ぐまるし

い変動期に遭遇したことも相まって社会的経済情勢の変化、農業をとりまく環境の変化により、1985年

に当初計画（水田：914ha、畑地：3,384ha）は変更されることになった。計画変更後のかんがい受益面

積は、水田811ha、畑地2,936haの合計3,747haであったが、最終的には水田599ha、畑地1,461ha（樹

園地148ha）の合計2,060haで事業が実施された。施工率は約55％であった。1986年2月に国営一ッ瀬

川土地改良事業が完工した。この地区の水田かんがい面積率は29.1％で、綾川畑地かんがい事業地区の

水田かんがい面積率20.9％に比べてわずかに大きい。したがって、一ッ瀬地区の水利用形態は水田・畑

混在の水需要である。

東原調整池

西都市

新田原基地 新富町

一ッ瀬川

小丸川

第１図　宇宙から見た一ッ瀬畑地かんがい地域の全景（1995年8月18日撮影）
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一ッ瀬畑地かんがい事業地区のかんがい用水配水の経路図7）を第2図に示す。九州電力杉安ダムから

の杉安導水路（4.16  ／ s）と瀬江川導水路（2.00  ／ s）とを合わせて東原調整池に取水し、各地区

に分水している。東原調整池は均一型アースフィルダムで堤高21m、堤長302.9mで、有効貯水量850

×103  である。用水計画は、計画基準年が1963年の干ばつ年である。水田用水計画は早期水稲が対

象で、湛水かんがい方式で代かき期間4月11～20日、普通栽培期間4月21～7月31日で、平均減水

深が19～27㎜の範囲で平均23㎜／日である。畑地用水計画は通年散水かんがいである。畑土壌の水

分保持量は36㎜程度と算出されている。野菜・タバコ・カンショ・飼料作物・茶・桑等の消費水量は

最大6㎜で、間断日数6日で1回のかん水量が45㎜となっている。

２）データの収集と整理解析方法

一ッ瀬地区の各分水局別のかんがい用水量データは、一ッ瀬川土地改良区事務所が所有する一ッ瀬用

水管理日報を用いた。データの期間は1986年4月～1999年3月である。全域の日かんがい用水量の算

出は受益面積が工事年度別に変化しているので、前年度の工事施工終了時の受益面積で日かんがい水総

量を除してかんがい水深を求めた。用水量として管理月報の中で分離されている一ッ瀬地域の幹線は茶

臼原幹線、西都原幹線および牛牧原幹線である。各幹線支配域の年度別受益面積はデータがないため、

1997年度に九州農政局南九州地域管理事務所が実施した一筆調査結果の集計から求めた全域に対する

各幹線の受益面積比率を各年度の総受益面積に掛けて求めた。

解析に用いた気象データは、「宮崎県気象月報」から一ッ瀬地区周辺に位置するAMeDAS観測所の西

第２図　一ッ瀬地区のかんがい用水の配水経路図7）

　　　　　　注）九州農政局一ッ瀬川農業水利事業所編 ,1986
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都（北緯：32゜ 05.8'、東経：131゜ 24.1'、h＝ 12m）、高鍋（北緯：32゜ 07.8'、東経：131゜ 31.6'、h

＝4m）地点および宮崎地方気象台（北緯：31゜55.2'、東経：131゜25.4'、h＝6m）、都城測候所（北

緯：31゜43.6'、東経：131゜05.1'、h＝154m）のものを使用した。有効雨量は降水量データから土地

改良事業設計基準「農業用水（畑）」17）にしたがって求めた。市町村区分の作物収量に関する統計資料

は、「宮崎農林水産統計年報（1986年～1995年）」を使用した。用水量のデータベースは市販ソフト・

エクセルver.7を利用して作成した。また、重回帰分析等の統計処理は統計処理市販ソフトHALBAUを

使用して解析した。

３）実蒸発散量の算出方法

基準蒸発散量はFAOの改良ペンマン法2）を用い、湿面蒸発散量と実蒸発散量はモルトンによって提

案されたCRAEモデル9）を用いて算出した。これらの式は、前々報22）に記述したので省略する。この

式から求められた実蒸発散量は、桜谷ら30）と著者20）によって南九州地域の飼料畑（レッドトップ）、カ

ンショ畑で求めたボーエン比法による実蒸発散量とよく一致することが報告されている。このモデルに

入力する気象データは、平均気温（＝（最高気温＋最低気温）／2）、相対湿度および日射量または日

照率の3要素であるが、AMeDAS観測点では相対湿度の観測は実施していない。そこで、相対湿度を

求めるため、桜谷（1989）によって得られた九州管内の地方気象台の月平均日較差と月平均最低気温を

用いた水蒸気圧の経験式（下式）29）を使用した。

e＝0.954・e0・exp（1.29・10－7ΔT 5．72） （1）

ここで、eは月平均水蒸気圧（hPa）、e0は月平均最低気温での飽和水蒸気圧（hPa）、ΔTは月平均最

高気温と最低気温の差すなわち日較差（℃）である。（1）式から直接は相対湿度が求められないので、

この月平均水蒸気圧と月平均気温における飽和水蒸気圧によって相対湿度を求めた。（1）式を利用して

求められる相対湿度の推定値と実測値を比較するため、AMeDAS観測点西都市と高鍋町に近い宮崎地

方気象台の各データ（1981から1998年の3月～10月）を使用して検討を行った。その結果、春夏作栽

培の5月から9月までの期間では相対湿度の推定値と実測値の比が0.95から1.05の範囲で良く一致し

たが、非かんがい期間では誤差が大きかった。そのため、西都市と高鍋町のAMeDASデータを用いて

5月から9月までの月平均湿度を推定した値を使用してCRAEモデルの計算を行った。

３．一ッ瀬地区の水需要の実態解析

１）一ッ瀬畑地かんがい事業地区の作付動向

一ッ瀬畑地かんがい事業地区における畑地の春夏作作付割合の推移を第3図に示す。かんがい用水導

入前の1975年の作付割合は飼料作物の40.4％を最高に、澱粉用カンショ16.1％、野菜6.7％であったが、

かんがい用水導入初期の1985年には飼料作物が27.6％に減少し、カンショが31.6％、サトイモが8.8％、

野菜が9.7％に増加している。更に、1989年には野菜が31.7％、飼料作物24.8％、澱粉用カンショ18.2

％、タバコ10.3％に変化している。飼料作物の減少が大きく、そのかわりに野菜の増加が著しい。1995

年になると、作付割合はタバコ、茶などの工芸作物の21.1％を最高に、澱粉用カンショ、飼料作物が

18.2％、野菜16.3％となっている。
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このように、かんがい用水導入以前の作付は飼料作物、澱粉用カンショが主体で台風・干ばつ回避の

防災営農であったが、かんがい用水導入後は飼料作物、食用カンショ、野菜類およびタバコなどの工芸

作物主体の高収益性営農に変化している。特に、この地域一帯は冬季の豊富な太陽エネルギーを利用し

た施設園芸地帯であり、野菜類はサトイモ、ゴボウ、バレイショ、スィートコーン、メロン、ピーマン

等の作付面積が多い。1990年の綾川地区の作付割合と比較すると、カンショ、飼料作物は2倍以上と

多く、野菜はほぼ同じであるが、タバコは半分程度の作付状況である。また、水田面積は綾川地区の約

2倍であるが、新規開田はなく、従来からある水田の用水補給利用である。

一方、図を表示していないが秋冬作の作付状況をみると、かんがい用水導入以前（1975年）は作付

割合の高い順に飼料作物46.7％、野菜13.8％、芝類8.4％、果樹6.3％であった。かんがい用水導入後の

1995年では、ダイコン・ニンジンなどの野菜類（35.5％）、芝・茶の工芸作物（26.6％）、飼料作物（25.2

％）、緑化樹木（4.6％）の順である。このように、秋冬作の作付は春夏作と同様な大きな変化を示して

いる。また、1995年での春夏作や秋冬作期間中の作付率はそれぞれ90.1％、70.6％であり、この値は変

化が少ない。特に、秋冬作の作付率が小さいのは休閑地、無作付地などの裸地状態の面積が多く、施設

園芸や露地野菜栽培の連作障害防止回避のための用地の一部となっている。

２）かんがい受益地域の作物生産の実態解析

（1）かんがい受益地域の主要作物の収量変動

かんがい受益地帯における作物生産状況とかんがい効果を把握するため、かんがい地域を含む市町村

を対象に解析を行った。一ッ瀬地区内の1市3町の農耕地の中で畑地のかんがい受益面積が占める割合

は、新富町の38.6％、高鍋町の43.6％、木城町の53.3％、西都市の37.8％とその近傍の綾川畑地かんが

い事業区内の国富町は90.3％である。非かんがい地域として都城市と三股町をとりあげ、かんがい地域

と非かんがい地域の野菜の収量変動を第1表に示す。

第３図　一ッ瀬地区内における作物の作付の変遷
　　　　注）作付データ：一ッ瀬土地改良区、九州農政局南九州地域管理事務所
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これはかんがい効果が高いといわれている主要な露地野菜について、一ッ瀬の通水開始以降の作物収

量の変動を示したものである。サトイモ収量の変動係数（1986～1995年）は都城市が29.0％であるの

に対し、新富町、高鍋町、木城町は14.3～ 20.7％の範囲内でわずかに小さかった。かんがい割合の大

きい国富町は収量変動係数が9.9％でさらに小さい。収量変動係数が小さいのは、干ばつ被害軽減によ

るものでサトイモのかんがい効果として認められる。

一方、ニンジン（統計期間1989～1997年）の場合、都城市・三股町は変動係数が27.3～30.1％であ

るのに対し新富町・高鍋町・木城町は6.2～13.4％で極めて小さい値を示した。ゴボウ、ハクサイ、キャ

ベツでは変動係数がそれぞれ6.2～7.5％、14.7～18.4％、7.1～11.3％の範囲で都城市・三股町の5.7～

14.5％、5.1～7.4％、6.0～7.7％に比較して大きな違いはみられなかった。前者の両作物は水分反応が

敏感であり、後者の作物は水分反応に鈍いと考えられる。このことは河野ら（1984）6）14）も指摘してい

る。

ここで、野菜の収量変動の要因である干ばつによる減収割合を表す指標として、河野らは干ばつ減収

度（MD）を次式のように示している。

MD＝（Pmax－PD）／Pmax （2）

ここで、Pmaxは作物収量の最大値（ton/ha）、PDは干ばつ年の収量（ton/ha）である。この式を求め

られた減収度を地域別に比較した結果を第2表に示す。作物収量の統計期間は1953年～1997年である。

上記の地区に関して求めたサトイモの干ばつ減収度は1994年の場合、最小値が国富町を含む東諸県郡

の0.230で、最大値が木城町・高鍋町を含む児湯郡の0.518で、西都市と都城市がそれぞれ0.495、0.502

であった。干ばつ減収度からすれば、東諸県郡は極めて小さく、西都市と都城では大きな違いはなかっ

第１表　かんがい地域と非かんがい地域の野菜の収穫変動
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た。また、畑地かんがいが実施されていない過去の干ばつ年を対象にMD値を求めると、1963年の場

合、都城市が0.448に対し西都市が0.650であり、1967年の場合も0.304に対し0.550で西都の干ばつ減

収度が大きかった。ラッカセイの減収度は、1994年の場合サトイモに比べて減収度が極めて小さく、過

去の干ばつ年に対しても小さく、地域間の違いも小さい値を示した。ダイコンも同様に1994年の場合

減収度はサトイモより小さい値を示し、地域間差異による減収度は東諸県郡が小さく、都城市が大きい

値を示した。

以上の結果から、作物の差異によるかんがい効果が見受けられ、畑地かんがいにより干ばつの被害程

度が改善されていることが窺える。

（2）畑作物の水分反応

河野ら（1984）は作物の水分反応を少雨年の作物収量の平年比と7月、8月の合計降水量の平年比の

無次元式として次式のように求めている。

K＝（Pi／Pm）／（Ri／Rm） （3）

ここで、Kは水分反応度、Piは年次の収量（t/ha）、Pmは1975～1997年期間の平均収量（t/ha）、Ri、

Rmはそれぞれ年次の7月、8月の合計降水量（㎜）と7月、8月の合計降水量の平年値（1961～ 1990

年）または準平年値（㎜）である。この式に基づきサトイモとラッカセイの水分反応度の都城市、西都

市および高鍋町の経年変化を示したのが第4図である。K＞2の高い値を示すのは、1977年、1981年、

1994年および1995年の干ばつ年に相当し、K＜1の小さい値を示したのは、1987年、1993年の多雨年

であった。サトイモとラッカセイのKの推移は同じ傾向であるが、各地域の差がラッカセイでは小さ

い。これはラッカセイが耐干性に強いことを意味している。

第２表　干ばつにおける作物の減収度
　　　　（統計期間：1953年～1997年）
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３）畑地かんがい用水量の実態解析

農業用水の基本的使命は、農業生産に適した農耕地の水分環境を作り出すことにあり、水田や畑地

の土壌水分環境を整えることである。1985年から1999年までの西都市と高鍋町の月別降水量を付録‐

1、一ッ瀬地区全域および西都原・茶臼原・牛牧原各幹線区の通水開始1986年度から1999年9月まで

の月別かんがい用水量を付録‐2、同じく累年日別かんがい用水量を付録‐3に示す。なお、1999年10

月～12月までは流量機器の故障等により用水管理月報が0と記載されているため、データは記述して

いない。このデータはデータベースとして利用できるようにフロッピーに収録されている。以下は収

録データの一部を利用して解析したものである。

（1）一ッ瀬地区全域のかんがい用水量の推移

一ッ瀬全域で使用された年間のかんがい用水量と西都地区観測所の年降水量の推移を第5図に示す。

年降水量は大きな変動を示しており、最大値が1993年（冷夏長雨で「平成の大凶作年」）の4、136㎜、

最小値が1994年（高温多照・干ばつ年）の1,691㎜で、年平均降水量は2,470.7㎜、変動係数25.2％で

ある。年間かんがい用水量は経年的に上昇傾向から飽和型を示しているが、最大値が1994年の1,105.1

㎜で、最小値が1991年の847.8㎜である。1987～1998年の12ヶ年の年間かんがい用水量平均値は991.2

㎜/年、変動係数は9.34％で、降水量の変動係数より小さい値である。しかし、この変動係数は同じ水

田・畑混在地区である綾川地区の値より大きかった。

第４図　畑作物の水分反応度の経年変化
　　　　注）作物収量データ：宮崎県農林水産統計年報、気象データ：宮崎県気象月報
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1986年度（4月～3月）～1998年度の13ヶ年の月別平均かんがい用水量と変動係数を第6図に示す。

1～2月のかんがい用水量は20㎜/月（0.6㎜/日）前後の値であるが、早期水稲の栽培が始まる3月

には急激に増加し104㎜/月（3.4㎜/日）の値を示し、水稲栽培期間の4～7月は147～196㎜/月（4.9

～6.3㎜/日）の範囲で変化している。早期水稲収穫後の8月は52㎜/月（1.7㎜/日）と急減し、9～

12月は24～38㎜ /月（0.8～ 1.2㎜ /日）で1～2月に比べて大きい。変動係数は12月の58.2％が最

大で、2月の16.4％が最小である。また、早期水稲栽培期間の変動係数は20％前後である。この月別か

んがい用水量を年次別にみると、3月は1992年まで100㎜/月以下であったが、それ以降は100㎜/月

以上で推移している。これには早期水稲栽培の前進化が影響していると考えられる。4月以降は年次的

変動があるが、降雨条件の差異によるものと考えられる。

畑地かんがい計画の策定は過去の干ばつ年を基準として行われるため、干ばつ年すなわち異常気象年

における水需要の実態を詳細に知ることが重要である。また、畑地かんがい計画の策定にあたっては旬

別に用水需要計画が樹てられる。そこで、異常気象年における旬別の水需要の変化をみるため、1993～

1994年の旬別かんがい用水量と降水量の推移を第7図に示す。1993年の場合、7旬（3月上旬）までは

第５図　一ッ瀬地区の年かんがい用水量、年降水量の経年変化
　　　　注）IR：年かんがい用水量、P：年降水量

第６図　一ッ瀬地区の月別かんがい用水量、降水量の平均値と変動係数
　　　　注）統計期間：1986年～1998年、Cvi：かんがい用水量変動係数、CVp：降水量変動係数
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0.9㎜前後で推移し、8旬（3月中旬）から4㎜と急激に上昇し、9旬から10旬（4月上旬）に少雨によっ

て最大7㎜を呈し、11旬（4月中旬）以降、降水量の多少によって4㎜前後で21旬（7月下旬）まで推

移した。22旬（8月）以降に入ると1㎜前後で、31旬（11月上旬）にわずかに上昇しているが、35旬

（12月中旬）から42旬（1994年 2月下旬）まで約0.9㎜である。1994年の場合、かんがい用水量の立

ち上がりは前年度と同様で、ピーク時には約8㎜まで上昇し、その後は前年より僅かに大きい。55～

56旬（7月上旬・中旬）には少雨期間で12㎜以上の値を示した。

同年の綾川畑地かんがい全域のかんがい用水量は前報23）で述べているが、一ッ瀬地区と比較してみ

ると、1993年の場合は早期水稲が始まる3月上旬からの立ち上がりの変化は同じで、普通栽培期間（4

月～7月）のかんがい用水量もほぼ同じレベルで変化している。しかし、一ッ瀬地区でみられる8月か

らの急激な減少は、綾川地区ではみられない。綾川地区ではかんがい用水量4㎜前後で、9月以降も3

㎜から2㎜へと減少しているが、普通期水稲栽培の出穂期から登熟期期間のためと考えられる。また、

非かんがい期の用水量のレベルは綾川地区の方がわずかに高い。

ここで、水田の水利用形態からみると、当初の計画に比べて早期水稲の代かき期期間が20日以上早

まっている状況である。このように、3月の水需要が大きく変化しており、計画当初の水量では維持で

きなくなる可能性がある。そのため、当月の水管理運営が必要な問題として出てくると考えられる。今

後は、水量確保のための水利権の調整が必要である。

（2）幹線別のかんがい用水量の推移

前項で一ッ瀬地域全体の水需要を述べたが、ここでは各幹線毎の異常気象年の水需要について検討す

る。異常気象年の1993年から1994年について各幹線の旬別平均日かんがい用水量の推移を第8図に示

した。幹線の中で最も大きな受益面積をもつ茶臼原幹線は水田が29％で畑地が71％、牛牧原幹線は水

田が18％で畑地が82％、西都原幹線は水田が64％で畑地が36％である。

茶臼原幹線の用水量は、1993年の多雨年では8旬（3月中旬）から増加し、10旬（4月上旬）で6㎜/

日前後の値であり、その後4㎜/日前後で推移しているが20旬（7月中旬）に最大6.0㎜/日の値を示し

第７図　異常気象年における一ッ瀬地区全域での水需要の旬別変化
　　　　注）期間：1993年～1994年
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た。22旬（8月）以降はかんがい用水量は少なく1㎜/日以下で推移している。1994年の高温・少雨年

になると、増加時期も前年度とほぼ同じく、梅雨明け後の57旬（7月中旬）に最大約10㎜/日のかんが

い用水量で、それ以降は急激に減少し、非かんがい期の11月は少雨のため2㎜の用水量であるが、その

後はほぼ同じレベルのかんがい用水量であった。牛牧原幹線のかんがい用水量の推移は茶臼原とほぼ同

じレベルのかんがい用水量で、変化形態もほぼ同様である。それに対し、西都原幹線は非かんがい期で

は2㎜/日前後で推移しているが、8旬（3月中旬）から急激な上昇を示し、11旬（4月中旬）には35㎜/

日に達した。それ以降、早期水稲の出穂期から登熟期までは6～15㎜/日の範囲で周期的な変化で推移

し、22旬（8月）以降は前者の幹線地区に比べて僅かに高い値で推移している。1994年も同様な傾向で

あるが、44旬（3月中旬）のピークが25㎜/日であり、梅雨期明けの56旬（7月中下旬）に35㎜/日

のピークが現れている。57旬（8月）以降は他の幹線地区とほぼ同じレベルでの変化である。

上記の結果から、西都原幹線区の用水需要は茶臼原幹線区と牛牧原幹線区に比べて用水需要が2倍以

上高く、これには水田率が大きく関係していると判断できる。

第８図　異常気象年における一ッ瀬地区内の幹線別水需要の旬別変化
　　　　注）期間：1993年～1994年
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（3）1998年の異常気象「高温・少雨」条件下での水需要

異常気象年の1993～1994年に比較して夏季が高温・少雨の特徴がある1998年の西都原・茶臼原・牛

牧原幹線に流入した日別かんがい用水量の変化を第9図に示す。1998年の気象概況は暖冬・多雨で経

過し、春は高温・多雨寡照で、夏は台風の最遅発生と最少発生数で、安定しない夏の天気で高温少雨で

あった。九州地域内において宮崎県や熊本県北部地域で干ばつ被害がみられ、宮崎市の8月の降水量が

14㎜で、極値を更新し、連続干天日数が宮崎の場合、6月25日～7月11日の17日間、8月1日～8月

22日の22日間で干ばつが発生した。秋は暖かく推移し、初冬も暖かく少雨であった。

非かんがい期の冬期（300～365日と1～60日）のかんがい用水量は、西都原幹線で0.5㎜/日と1.1

㎜/日が交互に出現して推移しているが、他の幹線は1㎜/日で一定である。かんがい用水量は62日

目（3月上旬）から増大しはじめ、1.6㎜から76日目（中旬）の17.3㎜に達した。この時期の急激な増

第９図　1998年の高温・少雨条件下での水需要の年変化

13



大は早期水稲の代かき、田植期にあたり、設計代かき用水量は150㎜である。また、宮崎においてもこ

の時期は低温が発生する時期でもあり、深水による保温管理として利用されたものと考えられる8）。

その後は降水量の多少によって2.7㎜～15.7㎜の範囲で大きく変動している。その傾向は171日目（6

月下旬）まで続いている。176～197日目（6月下旬～7月中旬）までは連続干天日数が22日間続くが、

早期水稲の水要求度が一番高い出穂・開花期になっている。そのため、かんがい用水量は185日目（7

月4日）に西都原幹線で最大23.8㎜ /日、茶臼原幹線7.3㎜ /日、牛牧原幹線9.3㎜ /日に達した。そ

の後は登熟期間になるため用水量は激減した。213日目（8月）になると再び連続干天が始まり、かん

がい用水量は増加し、西都原で15㎜/日、牛牧原で8㎜/日、茶臼原で4㎜/日のピークがみられた。

さらに、274日目（10月上旬）にわずかなピークもある。

宮崎市、西都市および高鍋町における213～ 248日目（8月1日から9月5日）までの降水量はそれ

ぞれ12㎜、14㎜および9㎜で、宮崎地方気象台の8月期の月降水量は最小値の極値を更新した。3地

点の連続干天日数は22日間で、西都原幹線では8月下旬に最大14㎜/日のかんがい水量のピークが出

現した。この期間は早期水稲収穫後であり、畑地でのかんがい要求度が高い時期で、サトイモ、果樹な

どの補給水としての使用とみられる。10月以降には、一時的なピークが数回出現しているが、作付状

況から秋冬作の播種・移植およびハウス内の栽培用水の利用と考えられる。

４．考　　 察

１）かんがい用水量と気象要素との関係

（1）かんがい用水量と気象要素の関係

一ッ瀬地区のかんがいは水田・畑混在のかんがい形態であり、隣接する綾川地区と同じである。一ッ

瀬地区全域における月別かんがい用水量と気象要素の関係を相関係数を用いて第3表に示す。非かんが

い期の10月～3月までの期間では、10月の最高気温と11月の平均風速が正の相関で0.5以上の値がみ

られる。かんがい期の4月～9月では気象要素との関連が高い月は8月、7月、4月の順で、5月と9月

は2要素である。特に、8月はここにあげたすべての気象要素との相関が有意差5％以上の関係を示した。

月降水量と月かんがい用水量は負の相関関係にあり、相関係数が高い順は5月、8月、7月、4月であ

る。この順序は前報23）の綾川地区と類似しているが、綾川地区では秋冬季の11月、12月の相関係数は

第３表　一ッ瀬地区全域における月間かんがい用水量と気象要素との相関係数
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高かった。一ッ瀬地区は非かんがい期の相関係数は小さい値を示した。それに対し、降雨日数R≧1㎜

やR≧10㎜は降水量よりも相関係数値が大きい。また、年間降水量とかんがい用水量の関係は‐0.524

の相関係数を示し、前報23）の綾川地区の‐0.408に比べて高い値であった。なお、これらの月別の相関

係数値は前報23）の綾川地区に比べて一ッ瀬地区が全体に小さい。

一ッ瀬地区全域における月毎の各年の日平均かんがい用水量と有効雨量の関係を示すと、第10図の

ようになる。有効雨量13）はかんがい期間中に耕地に降った雨水の内、作物の栽培に利用できる雨量と

定義している。秋冬季の非かんがい期間の9月から2月までの用水量は、ばらつきはあるが有効雨量に

関係なくほぼ一定した値を示す。代かき・田植が始まる3月もばらつきはあるがほぼ一定しており、降

水量に左右されない用水需要があると考えられる。かんがい期間の4月から8月では、有効雨量が大き

くなるとかんがい用水量が減少する傾向にある。その減少傾向は、直線的傾向が4月と5月で、指数関

数的傾向が7月と8月である。しかし、梅雨期の6月は有効雨量の増減に関係なくかんがい用水量が高

いレベルでほぼ一定傾向であった。

第10図　一ッ瀬地区全域での有効降水量とかんがい用水量との関係
　　　　  注）IR：月平均日かんがい用水量、Reff：月平均日有効降水量
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（2）かんがい用水量と蒸発散量の関係

耕地からの水損失を示す蒸発散量とかんがい用水量の関係をみるため、宮崎地方気象台の気象データ

から得られる1月から12月までの実蒸発散量（AET：㎜/月）、湿面蒸発散量（ETW：㎜/月）と一ッ

瀬全体のかんがい用水量（IR：㎜/月）の関係を水稲栽培期（3月～7月）とそれ以外の非かんがい期

（8月～2月）について第11図に示す。水稲栽培期間以外の非かんがい期で得られた両者の関係はかな

りのばらつきがあるが、次式で示される。

IR＝ 0.2314・AET ＋ 17.644 （R2＝0.4145）

IR＝ 0.2512・ETW－10.379 （R2＝0.4428）

ここで、直線勾配の係数は気象現象に左右される蒸発散量に関わる係数で、AETとETWの23～25

％の量である。定数は天候に左右されない管理用水と考えられ、その値は0.3㎜～0.6㎜/日である。上

式の係数は綾川地区で得られた値23）より僅かに小さかった。また、水稲栽培期間についての両者の関

係式は次式で示される。

IRpaddy＝ 0.6752・AET ＋ 90.258 （R2＝0.4087）

IRpaddy＝ 0.8012・ETW＋58.554 （R2＝0.4752）

水稲栽培期間での気象要因に左右されないかんがい管理用水量は2～3㎜/日の範囲で、かなり大き

な値である。かんがい用水量は68～80％の範囲で必要とされていることになる。両期間ともかんがい

用水量と湿面蒸発散量との関係が実蒸発散量との関係に比べて相関係数が高かった。

第11図　一ッ瀬地区全域の時期の違いによる月間湿面蒸発散量、実蒸発散量とかんがい用水量との関係
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（3）干ばつ時の日かんがい用水量と気象要素の関係

干ばつ時の水需要の変化を予測することは、水管理者にとって重要な問題である。これは気象の長期予

測と密接な関連があり、気象要素と水需要との関連を明確にする必要がある。前報23）では綾川地区で干

ばつ年について解析を行ったが、今回は一ッ瀬地区について解析を実施した。1998年7月26日から9月21

日までの干ばつ時における各幹線別のかんがい用水量と気象要素の関係を相関係数を用いて第4表に示す。

干天日数の表示法は前報23）と同様な方法である。気象要素は宮崎地方気象台のデータを使用した。

干ばつ時のかんがい用水量に対して0.5以上の相関がある気象要因のうち、西都原幹線では干天日数、

平均気温、最高気温、蒸発散位（改良ペンマン法による基準蒸発散量）が正の相関、平均湿度、最小湿

度が負の相関を示す。茶臼原幹線では西都原幹線と同様な要素が相関係数が高く、牛牧原幹線では0.5

以上の相関係数を示す気象要素が少なかった。前者の2幹線区は水田率が高く、常時水が必要であるた

め、気象要素に関係する水需要があるためで、後者の牛牧原幹線は水田率が小さく、大部分が畑地のか

んがいで、間断かんがいのため気象要因との関係が小さくなっているためと思われる。この点は前報23）

の綾川地区の幹線別で得られた結果と一致している。

干ばつ時のかんがい用水量を推定するため、重回帰分析の変数増減法18）によって求めた回帰式は以

下の通りである。下式の気象要素の項は同じ水田・畑混在区である綾川地区内の幹線区で求めた気象要

素と若干違いがみられる。

西都原幹線区：

IRS＝ 0.109・DR＋0.431・TI－0.140・RH＋3.13 （R2＝0.744）

茶臼原幹線区：

IRT＝ 0.049・DR＋0.099・TI＋ 0.164・ET－2.11 （R2＝0.879）

牛牧原幹線区：

ITU＝ 0.112・DR＋0.093・RH－0.086・SQ＋0.974・ET－8.79 （R2＝0.859）

上式による気象要素から求めた日かんがい用水量推定値と実測値の比較を第12図に示す。両者は比

較的よく一致しているが、ピーク時のかんがい用水量の再現がみられない。これは、畑地かんがいの散

水方法がローテーションブロック方式によって行われており、日かんがい用水量が気象要素だけでな

く、農家の営農方式、管理労力配分、水管理方式などの要素が含まれているためと考えられる。

第４表　干ばつ時の日かんがい用水量と気象要素との相関係数
　　　　（干ばつ期間：1998年7月26日～9月21日）
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2）水田・畑混在区の水田用水量と浸透水量の解析

次に、一ッ瀬地区内の水田用水量について解析を行う。水田用水の需要予測は、基本単位が畦畔で区

切られた1筆水田であるが、水田圃場が複数の集合体で形成されている。数個の用水ブロックが構成さ

れたものが用水地区となり、水源に対する用水需要が生じる。ここでは用水地区全体での需要を取り扱

う。水田用水需要の基本は、蒸発散量と浸透水量からなる圃場の消費水量と作物の作付が主要な規定要

因であり、この変化が重要である。

（1）幹線区の水田用水量の解析

水田・畑混在地区における用水需要の分析を通じて、水田用水量の需要が大きな影響を与えているこ

とがわかったので、その実態について解析を行った。水田における純用水量は次式で示される。

純用水量＝減水深－有効雨量＝（実蒸発散量＋浸透水量）－有効雨量 （4）

水田用水量の解析は、1998年の干ばつ年と1999年の多雨年の場合について、綾川畑地かんがい地区

の薩摩原幹線区（受益面積の水田率約58%）と一ッ瀬地区の西都原幹線区（水田率64%）を対象に実施

第12図　干ばつ時の水需要予測値と実かんがい用水量の比較
　　　　  注）干ばつ期間：1998年7月26日～9月21日までの58日間で、

気象データは宮崎県気象月報を使用した。
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した。両地区の受益面積は約160haでほぼ同一で、畑地かんがいが占める割合が半分以下である。両地

点は接近しているので畑地の作付には大きな違いがないと考えられる。ここで、両地点に接近している

綾川地区の小豆野原幹線区（314ha：畑地率100%）で使用された用水量を畑地かんがい用水量として使

用し、両地区の畑地受益面積にこの畑地かんがい用水量を乗じて、幹線のかんがい用水量から差し引い

た値を水田面積で割り水田用水量または減水深とした。こうして求めた1989年、1998年および1999年

の薩摩原幹線区と西都原幹線区の水田用水量の変化を第13図に示す。1989年は梅雨期降水量の中で6

月の降水量が少ない年で、1998年は南九州地域の干ばつ年で7月、8月の降水量が少ない年で、1999年

は多雨寡照な夏の天候状況である。

第13図　一ッ瀬地区と綾川地区から抽出した幹線別の水田揚水量の年変化
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代かき・田植の初期用水需要は、1998年では62日目（3月上旬）から上昇する。この時期の水田用

水量は両地区ともほぼ一致しているが、ピーク値は薩摩原が高い。普通期需要時の4月から5月までの

用水量は大きな差異がなく、177日目（6月下旬）以降の干ばつ条件では薩摩原地区のピーク値が47㎜/

日に達している。また、不順な多雨・寡照な夏の1999年の場合、82日目（3月中旬）から202日目（7

月下旬）までは1998年の同時期とほぼ同じかわずかに少ない程度で推移している。しかし、213日目

（8月）以降では西都原では3㎜/日前後であるのに対し、薩摩原では5～15㎜/日の範囲の変化であ

る。これに対し、1989年における両地区の水田用水量を比較すると、初期用水需要期と普通期用水需

要の傾向は1998年と同様であるが、用水需要のレベルが薩摩原地区の方がかなり高い値を示している。

この違いは水田の蒸発散量がほぼ同一であるから、降下浸透量と畦畔浸透量の違いと思われる。薩摩原

では従来の水田（古田：37.3ha）に新しく作られた水田（開田：53.3ha）が含まれており、開田から約

10年以上経過しても地下浸透量が大きく、その違いは水田土壌の要因と考えられる。なお、初期用水

需要は各水田の需要を総合した平均的なものであるが、大きな違いはみられない。

水田面積の占める割合が小さい茶臼原、牛牧原幹線区の水田用水量の変化を1998年について第14図

に示す。茶臼原と牛牧原では西都原幹線区の水田用水量と水需要形態は同傾向であるが、そのレベルは

牛牧原幹線区が高く、180～186日目（7月上旬）には40㎜/日以上が1週間程度継続している。中川

（1978）によると、全国水田の減水深の平均値は18～20㎜/日11）といわれているが、両地区の計画最

大減水深は牛牧原で37㎜/日、茶臼原で25㎜/日である。これに対して得られた実測値は茶臼原では

ほぼ同程度であり、牛牧原では45㎜/日とかなり大きな値である。牛牧原では235日目（8月下旬）に

20～ 30㎜ /日の範囲で水田用水量のピーク値がみられるが、茶臼原ではそのピークが瞬時で小さい。

第13図の薩摩原では同時期に短期間のピークの出現であった。この原因として、一ッ瀬地区は182～

232日目（7月1日～8月20日）までの期間に線虫防除のために畑地の湛水かんがい（計画：40㎜/日）

が含まれており7）、綾川地区の小豆原幹線区の畑地かんがい用水量と若干異なるため、このようなピー

クが出現したと考えられる。

第14図　一ッ瀬地区内の茶臼原と牛牧原幹線区の水田用水量の年変化
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（2）水田の日浸透水量の解析

（4）式を用い、降水量は両地点が近隣で大きく変わらないので、同じものとして考えて有効雨量を省

略し、日浸透量の比較を行った。日別実蒸発散量は宮崎地方気象台の気象データを使用して、FAOの

改良ペンマン法から求まる基準蒸発散量に作物係数を乗じたものを使用した。作物係数は大場ら

（1999）26）が九州の水田で求めた水稲品種コシヒカリの値1.22を用いた。日浸透水量を求めた結果を第

15図に示す。日浸透水量は、水田用水量と同様な傾向を示しているが、西都原幹線区では7月下旬以

降に負の値を示している。一方、薩摩原幹線区では同時期に10㎜/日前後で変化し、8月中旬の干ばつ

時に約25㎜/日のピークが出現している。この違いは、西都原地区では早期水稲の収穫時期であるた

め、水田は湛水されていない状況であり、薩摩原地区では普通期水稲栽培が行われている状況と考えら

れる。西都原では8月以降で日浸透量が負の値を示しており、水田用水が使用されていないことを意味

している。

なお、宮崎県における沿岸地域の水稲栽培時期の調査によると、1998年の早期水稲および普通期水

稲の播種の最盛期は、それぞれ2月22日、5月15日で、田植の最盛期は3月27日、6月6日、収穫最

盛期は7月15日と10月 9日である。それに対し、1989年の場合、播種の最盛期がそれぞれ3月6日、

5月16日で、田植最盛期が4月6日、6月7日、収穫最盛期が8月11日、10月18日である。この間に

早期水稲では田植期が10日前後前進化しており、普通期水稲ではほぼ同じである。

3）かんがい用水量に伴う作物収量と気象要素の関係

鈴木（1973）33）は、土壌水分の作物生育への作用が低・高水分域によって異なる性質を持っていて、

両性要因（線形要因としての生長促進作用と逆数要因としての生長抑制作用の二つの全く独立な作用を

兼ね備えた要因）をもつことを指摘している。この畑作物収量と気象要素との関係を調べた。

一ッ瀬地区内の市町村における1976年～1997年の年次別のサトイモ収量と7月、8月の合計降水量

第15図　西都原幹線区（一ッ瀬）と薩摩原幹線区（綾川）の日浸水量の変化
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の関係を第16図に示す。都城では作物収量（Y：ton/ha）と7月、8月の合計降水量（X：㎜）の関係

は明瞭でないが、高鍋町、新富町、西都では降水量が900㎜前後で収量が最大となり、900㎜以上と以

下でも収量が低下する2次曲線で近似された。その関係式は次式で示される。

高鍋町　Y＝‐2.0× 10－5X 2 ＋ 0.0355X＋ 7.0233 （R2＝0.557）

西都市　Y＝‐1.0× 10－5X 2 ＋ 0.0268X＋ 8.0458 （R2＝0.514）

新富町　Y＝‐1.0× 10－5X 2 ＋ 0.0274X＋ 7.8749 （R2＝0.486）

DeWit（1958）1）は乾物重と蒸発散量の関係について直線関係があり、Y＝MT／EWで示されるこ

とを報告している。Yは乾物重（㎏/ha）、Tは生育期間中の蒸散量（㎜）、EWは同期間中の水面蒸発

量（㎜）、Mは比例定数で、作物品種と気候要因に支配される係数である。またFAOによる作物収量

と蒸発散の関係による水分反応について次式が提案されている3）。

（1－Ya／Ym）＝ky（1－ETa／ETm）

ここで、Yaは実際の収量、Ymは最大収量、ETaは実蒸発散量、ETmは最大蒸発散量、kyは収量反応

係数である。さらに、Tooming37）は水不足による収量の低下関数をF1＝E／E0としている。F1は土壌

第16図　7・8月合計降水量とサトイモ収量との関係
注）統計期間：1976年～1997年、作物収量データ：宮崎農林水産統計年報
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－大気の湿潤度係数そのものである。その関係を用いた作物収量の減収量は次式で示される。

ΔY＝YPOT（1‐E／E0）,　　M0＝ΔY／YPOT＝ 1‐E／E0

ここで、ΔYは水不足による減収量で、YPOTはポテンシャル収量である。また、（1‐E／E0）につい

ては、Jackson（1982）4）が作物水分ストレス指標CWSI＝1‐E／E0を提案している。上記の式を変形

すると、CWSI＝M0となり、水分ストレス指標が干ばつ減収率に等しくなる。CWSIの使用について

は、著者ら22）が南九州地域において作物の生育状況とCWSIの関係があることを明らかにしている。

そこで、CRAEモデルによる実蒸発散量Eと湿面蒸発散量E0から7月と8月の合計蒸発散量を計算し

て、作物統計によるサトイモの経済的収量（Y）とE／E0およびCWSIの関係を検討してみた。その

結果を第17図に示す。西都市での黒丸は畑かん施設導入以前の値で、白丸は以後の値である。畑かん

地域を含む西都市では両者の関係は明瞭にみられないが、都城市ではばらついており、相関係数が小さ

く、次式で近似された。

Y＝58.605ln（E／E0）＋19.934 （R2＝0.423）

Y＝71.026ln（CWSI）＋21.141 （R2＝0.4584）

また、畑作物収量は水分ストレスに大きく影響され、小麦の場合、Y＝Ymax・exp（‐kΔE）の関係

が報告されている36）。以上のように、畑作物の収量と気象要素の関係は複雑であり、気象要素を含めた

今後の解析が必要である。

第17図　蒸発散比、水分ストレス指標とサトイモ収量との関係
注）E／E0：蒸発散比、CWSI：水分ストレス指標、作物収量データ：宮崎農林水産統計
年報、西都○印：1976年～1985年、●印：1986年～1997年、都城○印：1976年～
1997年（上図）と1986年～1997年（下図）

23



５．おわりに

水田・畑混在地区を代表する綾川畑地かんがい事業区に比べて、遅く実施された宮崎県一ッ瀬畑地か

んがい事業地区における水需要の実態とかんがい用水量のデータベース化を実施した。一ッ瀬地区の畑

地かんがいは水田用水量が極めて大きな部分を占めており、早期水稲栽培の前進化に伴う水需要に対し

て3月の水利調整問題が必要になってくる状況である。かんがい用水需要の増大要因は、気候変化によ

る干ばつ発生頻度の増大や用水の多目的利用の増大である。その中で、多目的利用の一つである茶園の

凍霜害防止用水の増加は、早期水稲とほぼ同時期（晩霜）に重なるため需要度がさらに高まることが懸

念される。また、この地域は冬季の豊富な太陽エネルギーを利用した施設園芸地帯であり、施設園芸の

増加はハウス内の定植・移植等の補給水、薬剤散布など気象要因に左右されない周年の水需要の増加を

示し、水需要全体の嵩上げになると考えられる。しかし、今回の解析では実際の末端の小さいブロック

での用水量のデータ収集ができなかったので、作付に対する用水量の関係について解明ができなかっ

た。なお、付録‐3で記述されている一ッ瀬地域のかんがい用水量データはフロッピーに収録されてい

るので、研究・行政関係の希望者には配布が可能である。
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Data on irrigation requirements of
upland fields in a warm humid region （3）

－ Water requirement in the irrigation area of
Hitotsuse district in Southern Kyushu－

 Kazuhiko OHBA, Yoshinori SUZUKI, Yoshitaka KUROSE

And

 Atsushi MARUYAMA

 Summary

 To analyze the water requirements under field irrigation in a temperate humid region, demand and

supply of water in the Hitotsuse district, a representative field irrigation area in Miyazaki Prefecture were

surveyed. The total area investigated was 2,060 ha, including 599 ha of paddy field and 1,461 ha of upland

field along the Saitobaru, Tyausubaru and Ushimakihara trenches. The results are summarized as follows.

1） Before introducing irrigation, this area engaged in typical disaster-prevention farming, mainly

cultivation of forage crops and starchy sweet potatoes in order to protect against natural disasters

such as typhoons and drought. After irrigation was introduced, the type of farming shifted to multiform

farming of higher income with the cultivation of forage crops, sweet potatoes for food, outdoor and

indoor vegetables, and tobacco.

2） For water sensitive crops, taro and carrots, the variation coefficient of yield in the irrigated area was

less than that in the non  -  irrigated area, although there was no difference for burdock, Chinese

cabbage and cabbage.

3） The average annual irrigation water requirement from 1986 to 1999 was 991.2 mm （-coefficient of

variation 9.34％）, with a maximum of 1,105.1 mm in 1994 （high temperature, less rainfall）, and

the minimum of 847.8 mm in 1993 （cool summer and high rainfall）.

4） There was a significant seasonal variation of water requirement. The requirements was 20 mm/

month from January to February, increased sharply to 104 mm/month in March owing to the

cultivation of early-season rice maintained a higher level of 147 to 196 mm/month throughout the

rice growth season from May to July, decreased to 52 mm/month in August, and dropped to 24 to 38

mm/month from September to December at Hitotsuse.

5） There was a linearly relationship between the monthly mean effective rainfall and monthly mean

water requirement in April and May, but the relationship became exponential in July and August, and

tended to be constant in other periods.

6） Under drought condition, the irrigation water requirement was also related to some meteorological

factors in addition to the daily water requirement. The meteorological factors with a correlation

coefficient exceeding 0.5 included the days of droughty air, mean temperature, maximum temperature
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and evapotranspiration as well as the negative correlation of mean and minimum relative humidity.

7） Using multifactor analysis, we found that the following polynomial expression could approximate the

dependence of the water requirement values on the meteorological data in the drought period:

IRs=0.109DR+0.431TI-0.140RH+3.13 （R2=0.744）

IRt=0.049DR+0.099TI+0.164ET-2.11 （R2=0.879）

IRu=0.112DR+0.093RH-0.086SQ+0.974ET-8.79 （R2=0.859）

where, IRS, IRT and IRU （mm/day） are daily water requirement in drought condition along Saitobaru,

Tyausubaru and Ushimakihara trenches. DR represents the days of droughty air （day）; TI the

minimum temperature （℃）; RH the mean relative humidity （％）; SQ the solar radiation （MJ/

㎡）; and ET the evapotranspiration （mm/day）.

8） The paddy fields along the Saitobaru trench required more water than those along the Tyausubaru

and Ushimakibaru trenches, and the water requirement obtained from the paddy fields along the

Tyausubaru trench agreed well with those along the Ushimakibaru trench.

9） The following exponential relation between E/E0 and economic yield （Y, ton/ha） of upland crops

could approximate the dependence of the yield of taro on the E/E0 at non-irrigation area of Miyakonojo

City:

Key words: upland irrigation, drought, irrigation requirement, evapotranspiration,

effective rainfall, Hitotsuse district
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